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議案第２１号 

 

令和４年度 境町後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

令和４年度境町後期高齢者医療事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ５２８,６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

令和４年３月４日提出 

 

境町長  橋 本 正 裕 

 



　(歳　入) (単位：千円）

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 225,053

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 225,053

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 11

1. 手 数 料 11

3. 寄 付 金 1

1. 寄 付 金 1

4. 繰 入 金 294,708

1. 一 般 会 計 繰 入 金 294,708

5. 繰 越 金 1

1. 繰 越 金 1

6. 諸 収 入 8,826

1. 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 31

2. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 280

3. 預 金 利 子 1

4. 雑 入 8,514

528,600
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款 項 　　金　　　　　額　　

第 １ 表                                      歳  入  歳  出  予  算

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　(歳　出) （単位：千円）

1. 総 務 費 27,235

1. 総 務 管 理 費 26,122

2. 徴 収 費 1,113

2. 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 500,641

1. 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 500,641

3. 諸 支 出 金 281

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 280

2. 繰 出 金 1

4. 予 備 費 443

1. 予 備 費 443

528,600

款 項 金　　　　　額
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 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



 



歳入歳出予算事項別明細書



（歳　入） （単位：千円）

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 225,053 213,752 11,301

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 11 11 0

3. 寄 付 金 1 1 0

4. 繰 入 金 294,708 272,961 21,747

5. 繰 越 金 1 1 0

6. 諸 収 入 8,826 6,574 2,252

528,600 493,300 35,300歳　　　　入　　　　合　　　　計

１.　総　　括
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 比　　　較本年度予算額 前年度予算額



（歳　出） （単位：千円）

1. 総 務 費 27,235 21,606 5,629 8,512 18,723

2. 後期高齢者医療広域連合納付金 500,641 470,888 29,753 500,641

3. 諸 支 出 金 281 281 0 281

4. 予 備 費 443 525 △ 82 443

528,600 493,300 35,300 8,512 520,088

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源
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歳　　出　　合　　計

款 比　　　　較本年度予算額 前年度予算額



 



歳               入



2.  歳　入

(款) 1.後期高齢者医療保険料 (項) 1.後期高齢者医療保険料 （単位：千円）

 1. 特別徴収保険料　 89,581 85,061 4,520  1. 現年度分特別徴 89,581  現年度分特別徴収保険料 89,581

　 収保険料

 2. 普通徴収保険料　 135,472 128,691 6,781  1. 現年度分普通徴 134,372  現年度分普通徴収保険料 134,372

　 収保険料

 2. 過年度分　　　 300  過年度分 300

　　　　　

 3. 滞納繰越分　　 800  滞納繰越分 800

　　　　　

(款) 2.使用料及び手数料 (項) 1.手数料

 1. 総務手数料　　　 1 1 0  1. 納付証明手数料 1  納付証明手数料 1

　 　　　　　

 2. 督促手数料　　　 10 10 0  1. 督促手数料　　 10  督促手数料 10

　 　

(款) 3.寄付金 (項) 1.寄付金

 1. 一般寄付金　　　 1 1 0  1. 一般寄付金　　 1  一般寄付金 1

　 　

目 本　年　度
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説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分

計 225,053 213,752 11,301

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 11 11 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 1 1 0



(款) 4.繰入金 (項) 1.一般会計繰入金

 1. 後期高齢者医療給 216,535 200,668 15,867  1. 医療給付費繰入 216,535  医療給付費繰入金 216,535

付費繰入金 金

 2. 保険基盤安定繰入 59,023 56,438 2,585  1. 保険基盤安定繰 59,023  保険基盤安定繰入金 59,023

金 入金

 3. 事務費繰入金　　 19,150 15,855 3,295  1. 事務費繰入金　 7,823  一般事務費繰入金 7,823

　 　

 2. 職員給与費等繰 11,327  職員給与費等繰入金 11,327

入金

(款) 5.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金　　　　　 1 1 0  1. 繰越金　　　　 1  純繰越金 1

　 　　　　　

(款) 6.諸収入 (項) 1.延滞金加算金及び過料

 1. 延滞金　　　　　 30 30 0  1. 延滞金　　　　 30  延滞金 30

　 　

 2. 過料　　　　　　 1 1 0  1. 過料　　　　　 1  過料 1

　 　　

 6.諸収入 境町後期高齢者医療事業特別会計

- 7 -

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 294,708 272,961 21,747

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 1 1 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

31 0計 31



(款) 6.諸収入 (項) 2.償還金及び還付加算金 （単位：千円）

 1. 保険料還付金　　 250 250 0  1. 保険料還付金　 250  保険料還付金 250

　 　

 2. 還付加算金　　　 30 30 0  1. 還付加算金　　 30  還付加算金 30

　 　

(款) 6.諸収入 (項) 3.預金利子

 1. 預金利子　　　　 1 1 0  1. 預金利子　　　 1  預金利子 1

　 　

(款) 6.諸収入 (項) 4.雑入

 1. 滞納処分費　　　 1 1 0  1. 滞納処分費　　 1  滞納処分費 1

　 　

 2. 雑入　　　　　　 8,513 6,261 2,252  1. 後期高齢者健診 7,511  後期高齢者健診費 7,511

　　 費

 2. 後期高齢者医療 1,001  後期高齢者医療制度特別対策補助金 1,001

制度特別対策補

助金

 3. 雑入　　　　　 1  雑入 1
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目 本　年　度 説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分

計 280 280 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

計 1 1 0

比　較目 本　年　度 前　年　度 説　　                  明
区　　分 金　　額

節

6,262 2,252計 8,514



歳               出



 



3.  歳　出

(款) 1.総務費 (項) 1.総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費　 26,122 21,037 5,085 8,512 17,610  2. 給料　　　 5,842 一般職人件費 11,327

　　　　　 　  2.給料　　　　 5,842

 3. 職員手当等 3,662 　　・一般職給（２名分） 5,842

　  3.職員手当等　 3,662

 4. 共済費　　 1,823 　・扶養手当 240

　 　・通勤手当 24

10. 需用費　　 46 　・期末手当 1,319

　 　・勤勉手当 914

11. 役務費　　 2,339 　・住居手当 336

　 　・時間外勤務手当 40

12. 委託料　　 12,311 　・退職手当組合負担金 789

　  4.共済費　　　 1,823

13. 使用料及び 99 　　・職員共済組合納付金 1,678

賃借料 　　・職員共済組合事務費負担金 24

　　・職員公務災害補償基金納付

　　　金 18

　　・追加費用 103

一般管理事業 14,795

10.需用費　　　 46

　・印刷製本費 46

11.役務費　　　 2,339

　・通信運搬費 2,250

　・手数料 89

12.委託料　　　 12,311

　　・後期高齢者医療電算処理委

　　　託料 2,001

　　・後期高齢者健診委託料 10,310

13.使用料及び賃借料 99

　・使用料 99

 1.総務費 境町後期高齢者医療事業特別会計

そ　の　他
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目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳    節

説　　   明特　定　財　源
一般財源 区　　分 金   額

国県支出金 地　方　債



（単位：千円）

　　・後期高齢者医療窓口端末追

　　　加使用料 99

(款) 1.総務費 (項) 2.徴収費

 1. 徴収費　　　 1,112 568 544 1,112 10. 需用費　　 431 徴収事業 1,112

　　　 　 10.需用費　　　 431

11. 役務費　　 681 　・消耗品費 5

　 　・印刷製本費 426

11.役務費　　　 681

　・通信運搬費 450

　・手数料 231

 2. 滞納処分費　 1 1 0 1 11. 役務費　　 1 滞納処分事業 1

　　　 　 11.役務費　　　 1

　・通信運搬費 1

(款) 2.後期高齢者医療広域連合納付金 (項) 1.後期高齢者医療広域連合納付金

 1. 後期高齢者医 500,641 470,888 29,753 500,641 18. 負担金・補 500,641 後期高齢者医療広域連合納付金

療広域連合納 助及び交付   事業 500,641

付金 金 18.負担金・補助及び交付金 500,641

　・負担金 500,641

　　・保険料負担金 225,053

　　・延滞金負担金 30

　　・保険基盤安定負担金 59,023

　　・医療給付費負担金 216,535

29,753計 500,641 470,888

569

500,641

計 1,113 544 1,113

5,085計 26,122 21,037

目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源

8,512 17,610

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

特　定　財　源比 較
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(款) 3.諸支出金 (項) 1.償還金及び還付加算金

 1. 保険料還付金 280 280 0 280 22. 償還金・利 280 保険料還付金事業 280

　　　 子及び割引 22.償還金・利子及び割引料 280

料 　　・保険料還付金 250

　　・保険料還付加算金 30

(款) 3.諸支出金 (項) 2.繰出金

 1. 一般会計繰出 1 1 0 1 27. 繰出金　　 1 一般会計繰出金事業 1

金　　 　 27.繰出金　　　 1

　　・一般会計繰出金 1

(款) 4.予備費 (項) 1.予備費

 1. 予備費　　　 443 525 △82 443 予備費 443

　　　 　 29.予備費　　　 443

 4.予備費 境町後期高齢者医療事業特別会計

525計 443 △82 443

0計 1 1

280

1

計 280 0 280
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１　一般職

（１）総　括

（単位：千円）

退職手当組合負担金

（単位：千円）

備考１　この表は，報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　　２　（　　　）内は，短時間勤務職員について外書きすること。
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区 分
職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

給　 　与　 　費　 　明　 　細　 　書

10,538 789 

前 年 度 5,746 2,848 8,594 1,835 10,429 776 

5,842 2,873 8,715 1,823 

△12 109 13 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分

比 較 96 25 121 

特殊勤務

手　当
期末手当通勤手当

本 年 度 2 

2 

0 

（　　)

（　　)

（　　)

比 較

0 

0 

前 年 度

本 年 度

管理職特別

勤務手当

0 0 

0 

0 

勤勉手当

914 

948 

△34 

時間外手当

40 

40 

0 

住居手当

336 

324 

12 

1,319 

1,272 

47 

管理職手当

0 

0 

0 

24 

24 

0 

扶養手当

240 

240 

0 



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

備考　１　増減額欄の金額は，「（１）総括」の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　２　説明欄には，増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに，職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

（３）給料及び職員手当の状況

　ア 職員一人当たり給与

　イ 初任給   

増 減 事 由 別 内 訳　　(千円) 説　　　　　　明

給　　料

150,600

技能労務職

(円）

一般行政職

（円）

平 均 年 齢 (才) 33

259,700

235,200

34平 均 年 齢 (才)

平均給料月額(円)

退職及び他会計間の異動等

退職及び他会計間の異動等

1-25

1- 5

一般行政職　(円) 技能労務職　(円)

1-17

(中学卒)

147,900

139,900

150,600

182,200

1-17 147,900

(中学卒)

行政職

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

139,900

1- 5

1-25

国の制度

182,200
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職員手当

増減額(千円)区　　分

令和4年1月1日現在

備　　　　　　考

96

25

令和3年1月1日現在

区　　　　　分

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　　　　分

0

96

0

25

264,400

239,400



　ウ 級別職員数

　（級別の標準的な職務の内容）

７　　級

 部長の職務

７級 0 0.0

７級 0 0.0

３級

６　　級

 係長の職務  課長補佐の職務

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

 課長の職務

２級

50.0

0.0
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一　　般　　行　　政　　職
区　　　　　分

級 職員数（人） 構成比（％）

１級 1

令和4年1月1日現在

特 0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0３級 0

50.01

計 2 100.0

１級 1 50.0

６級 0 0.0

0 0.0

５級 0 0.0

令和3年1月1日現在

区　　分 １　　級

0 0.0

1 50.0

0

0

0

特

２級

６級 0

４級

５級

計 2

 主事補又は主事

 の職務
一般行政職

４級

 相当な知識経験

 に基づく業務を

 行う主幹の職務

 

 主幹の職務



　エ 昇給

　オ 期末手当・勤勉手当

　カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

級 等 に よ る 加 算 措 置

100.0 100.0

職 制 上の段階 ，職 務の

0 0

0 0

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) （人）

職 員 数 (Ａ) （人）

（人）

区 分

100.0 100.0

0

0 0

(Ｂ)／(Ａ)

47.709

47.709
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国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

支 給 率

区 分
20年勤続の者

（月分）

25年勤続の者

（月分）

35年勤続の者

（月分） （月分） 加 算 措 置 等

最 高 限 度 そ の 他 の

2％～20％加算

定年前早期退職

2％～20％加算
24.586875 33.27075 47.709

有

（％）

（人）

（人）

（人）

2.225

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

（ 月 分 ）

4.450

職 員 数 (Ａ) （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) （人）

号 給 数 別 内 訳

４号給

前
　
年
　
度

（人）

（人）

３号給 （人）

２号給

０号給

１号給

３号給

2 2

４号給

0

0 0

２号給 （人）

１号給 （人）

０号給 （人）

2

定年前早期退職

(Ｂ)／(Ａ) （％）

0 0

国 の 制 度

前 年 度

24.586875 33.27075 47.709

比 率

有

2.225

2.225

4.450

本 年 度

区 分

2.225

6月（月分） 12月（月分）

本
　
年
　
度

4.450

2

2.225

代表的な職務
合 計

備 考

備 考

2 2

0 0

一般行政職

2 2

2

0 0

有

比 率

2 2

2

2.225



　キ その他の手当

　備　考  1　「ア 職員１人当たり給与」，「イ 初任給」，「ウ 級別職員数」及び「エ 昇給」の何々職の区分は，給料表の区分によることとし，複数の職種

　について同一の給料表を適用している場合にあっては，原則としてそれぞれの職種の区分によること。

 2　「エ 昇給」の職員数欄には，短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。
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住 居 手 当

通 勤 手 当

国の制度との異同

同　じ

同　じ

同　じ

扶 養 手 当

区 分 差 異 の 内 容


